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1．はじめに 

 

 石川県河北郡内灘町は図-1 に示すように，令和 6

年能登半島地震の震央 2)から南南西に直線距離で

104km に位置し，2024 年 1 月 1 日 16 時 10 分頃の本

震時の震度は 5 弱を記録している 2）．図-2，3 に示

すように，周辺の金沢市粟崎およびかほく市大崎町

まで含めると南北に連なる 11.6km の範囲で液状化

および側方流動が発生し，家屋（1140 軒），道路，上

下水道を中心に甚大な被害が発生している．被災範

囲の家屋は 50％を超えて危険(赤)あるいは要注意

(黄)と判定され，そのままでの居住が困難な状況に

なっている． 

地盤工学の視点で地史的背景を整理することで，

被災原因を推定できるうえ，復興計画の一助になる

ものと考え本論文を執筆するに至った。 

 

第 12 回土砂災害に関するシンポジウム論文集，2024 年 8 月

図-1 調査位置図(地理院地図 1)に加筆) 

内灘町

本震震央 

104km 
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2．令和 6 年能登半島地震と内灘町の被災状況 

 

(1) 地震活動の概要 

 内灘町役場に設置されている地震計（石川県）の

記録によると，表-1 に示すように 2024 年 1 月 1 日

16 時 10 分頃の本震の際に震度 5 弱の揺れを記録し

た 2）．この観測点は図-2に示すように，液状化危険

区域マップ 3）においても液状化危険度は小に分類さ

れていることから，内灘町の砂丘周囲の低平地より

揺れにくいものと推定され，同じく表-1 に示すよう

に，この観測点では 2000 年以降に余震を含めても，

震度 3 以上は 3 回観測したに過ぎない．また，表-2

に示すように，震度 1 以上の地震活動に関しては，

2019 年から 2023 年にかけ漸増する傾向にあったも

のと読み取れる． 

 

(2) 地盤の液状化・側方流動の状況 

内灘町では，前述したように震度 5 弱にもかかわらず，

図-3 に示すように旧河北潟西岸地域を中心に，大野川

および河北潟西縁の金沢市粟崎からかほく市大崎に至

る 11.6km の範囲で液状化が発生し，著しい側方流動も

伴っている．図-2 に示した内灘町の液状化危険区域マ

ップ 3）に図-3 の液状化範囲 4）を重ねると，液状化の範

囲は液状化し易さ大～中の範囲に位置していることが

わかる． 

内灘町で住民にヒアリングしたところ，2024 年 1 月 1

日 16：10 の本震後，余震に伴って，液状化による家屋

の傾動が大きくなることを感じている．表-2 に示すように，

本震以降の地震活動は完全に鎮静化していないため，

充分に観測はされていないものの，液状化は十分に収

まっていない可能性も示唆される． 

 

（3） 危険度判定・罹災証明書の発行状況 

内灘町では震災後ただちに避難所が開設され，避難

者は 1,800 人となった．また，当日の断水世帯は 7,000

年 震度 1 以上の地震回数 

2024 年 1 月～3 月 291 

2023 年 227 

2022 年 196 

2021 年 71 

2020 年 9 

2019 年 9 

発生年月日 時刻 規模 内灘町の震度 

2007 年 3 月 25 日 9：42 M6.9 4 

2024 年 1 月 1 日 16：10 M7.6 5 弱 

2024 年 1 月 1 日 16：18 M6.1 3 

2024 年 1 月 1 日 16：56 M5.7 3 

表-1 2000 年以降内灘町で震度 3 以上を観測した地

震 2） 

表-2 珠洲市正院で観測した震度 1以上の地震回数 2)

図-2 内灘町液状化危険区域マップ 3）に液状化範囲 4)を加筆 

図-3 内灘町液状化被害範囲図 

(地理院地図 1)に辺本氏データ 4)加筆) 

11.6km 

：液状化範囲 

写真-2 範囲 

内灘町 

かほく市 
大崎 

金沢市 
粟崎 
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世帯である 5）． 

2024 年 1 月 17 日～21 日に表-3 に示す被災建築物

応急危険度判定 5）が 1679 件で実施され，危険(赤)が

432 件(25.7％)および要注意(黄)が 436 件(26.0％)とな

った．特に図-2 に示す「西荒屋」，「室」地区では，危険 
(赤)が 683 件中 274 件(40.1％)，さらに要注意(黄)が 173 

件(25.3％)と両件併せて 65.4％を占めている． 

また，2 月 13 日～21 日間には，表-4 に示す被災宅

地危険度判定が 1534 件で実施され，危険(赤)が 568 件

(37.0％)および要注意(黄)が 379 件(24.7％)となった 5)． 

特に「西荒屋」，「室」地区では，危険(赤)が 599 件中

317 件(52.9％)，さらに要注意(黄)は 158 件(26.4％)と両

件併せて 79.3％を占めている．表-5 に示すように罹災

証明 5）は 1496 棟に出され，その内訳は全壊 111 棟

表-3 建築物応急危険度判定結果 5) 
地区名 実施件数

旭ヶ丘 0 0.0% 1 11.1% 8 88.9% 9

向粟崎 18 15.8% 47 41.2% 49 43.0% 114

鶴ケ丘 46 19.2% 71 29.6% 123 51.3% 240

大根布 4 2.7% 31 20.7% 115 76.7% 150

宮坂 85 20.0% 111 26.2% 228 53.8% 424

西荒屋 161 37.2% 98 22.6% 174 40.2% 433

室 113 45.2% 75 30.0% 62 24.8% 250

湖西 5 8.5% 2 3.4% 52 88.1% 59

合計 432 25.7% 436 26.0% 811 48.3% 1679

地区名 実施件数

旭ヶ丘 5 41.7% 3 25.0% 4 33.3% 12

向粟崎 31 26.5% 32 27.4% 54 46.2% 117

鶴ケ丘 61 26.9% 62 27.3% 104 45.8% 227

大根布 35 25.2% 32 23.0% 72 51.8% 139

宮坂 117 30.0% 90 23.1% 183 46.9% 390

西荒屋 211 51.7% 109 26.7% 88 21.6% 408

室 106 55.5% 49 25.7% 36 18.8% 191

湖西 2 4.0% 2 4.0% 46 92.0% 50

合計 568 37.0% 379 24.7% 587 38.3% 1534

旭ヶ丘 3 8.3% 1 2.8% 32 88.9% 36

向粟崎 8 4.5% 37 20.7% 134 74.9% 179

鶴ケ丘 14 5.7% 86 35.2% 144 59.0% 244

大根布 1 0.5% 36 19.8% 145 79.7% 182

宮坂 17 9.0% 112 59.3% 60 31.7% 189

西荒屋 47 16.7% 150 53.2% 85 30.1% 282

室 20 16.0% 68 54.4% 37 29.6% 125

湖西 1 5.0% 3 15.0% 16 80.0% 20

その他 0 0.0% 0 0.0% 239 100.0% 239

合計 111 7.4% 493 33.0% 892 59.6% 1496

合計((大大規規模模半半壊壊）） ((準準半半壊壊))

((中中規規模模半半壊壊//半半壊壊）） ((一一部部損損壊壊))

危危険険（（赤赤）） 要要注注意意（（黄黄）） 調調査査済済（（緑緑））

地区名 全全　　壊壊

半半壊壊 一一部部損損壊壊

危危険険（（赤赤）） 要要注注意意（（黄黄）） 調調査査済済（（緑緑））

表-4 被災宅地危険度判定結果 5) 

表-5 罹災証明書 地区別集計表 5) 

写真-1 西荒屋～室間の液状化・側方流動 

水路側に 12ｍ移動

したとされる 

2024 年 1 月 28 日撮影

1963 年 9 月撮影 MCB638X 2011年10月撮影CCB20118

写真-2 干拓中(1960 年代)と現在(2011 年)の空中写真 7)による比較(内灘町西荒屋～室) 

西荒屋小学校

大きく切土さ

れた部分 

室地区 

室地区 

：液状化範囲 

：非液状化範囲 

：県道 
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（7.4％），半壊 493 棟（33.0％），一部損壊 892 棟

（59.6％）である．宮坂，西荒屋，室地区では全壊およ

び半壊併せて 414 棟である．西荒屋～室間 2.4km では，

ほとんどの家屋，宅地が被害を受けており，写真-1 に

示すように最大 12m 移動したとされる家屋もある（住民ヒ

アリングによる）． 

 

3．内灘町の地盤の歴史的背景と液状化の素因 

 

この地域の地盤は，1963 年から開始された農林省

金沢農地事務所による直轄干拓事業 6）で造成された

ものであり，1971 年に干陸化している．国土地理院

で公開されている空中写真 7)によると写真-2左には

干拓施工時の昭和 30 年代後半砂丘を切土し，サンド

ポンプ工法によって河北潟に客土して農地造成を行

っている様子がうかがえる．また黄色のラインで示

される県道 167 号(松任宇ノ気線)に沿っては，県道

東側は河北潟西岸に盛土を腹付けして宅地造成され

ている．河北潟干拓地の農地耕作面の平均標高は-

2.1m とされているので，常時ポンプ排水が必要な状

況である．東側に広がる干拓農地耕作面と遊水池，

水路を挟んで対岸の液状化した腹付け盛土範囲にお

いても元来排水し難い標高にあるため地下水位が常

時高いものと推定される．また写真-2 には液状化範

囲を赤破線で示したが，1963 年と 2011 年を比較す

ると 1963 年には液状化範囲にはほとんど家屋はな

かったことがうかがえる．さらに，液状化被害が著

しい西荒屋小学校周辺は，砂の供給地として大きく

切土されていたようである．また黄色破線で示した

干拓前からの住居地には顕著な液状化の被害も起き

ていない．液状化の範囲内で採取した土質材料で粒

度試験を実施した結果を図-4 に示すが，いずれも細

砂～中砂が主体であり，均等係数 Uc は 2 程度，曲率

係数Uc’は1程度の分級された砂であることがわか

る．一般に盛土に用いる場合，粒度が揃って細粒分

を含まないことで締固め難い土質状況であり，また

前述のように常時地下水位も高いことが推定され，

液状化し易いものであったと推定される． 

また液状化は標高-2.1ｍで概ね水平な干拓農地内

でも発生している．その粒度分布は同じく図-4 中

(湖西町レンコン畑)に示すとおり 0.1～0.4 ㎜で液

状化し易い範囲であった．一方で，干拓農地内では

側方流動は発生していないことから，河北潟西縁地

区の地盤傾斜(1～5％)あるいは，盛土下の基盤粘土

層上面が緩く東傾斜していることが，素因の一つで

あるものと推定される． 

 

4． 地盤工学が提供できる内灘町における災害

レジリエンス 

 
(1) 二次災害リスク情報の提供 

 3 章で示したように，内灘地域で液状化・側方流

動した地盤背景の大部分を占めるのは，干拓事業で

盛土された砂丘砂起源の砂質材料であり，家屋およ

びインフラ被害を生んだ素因である．当時のわが国

における最先端の知見および科学技術を用いて実施

した農林省直轄事業だといえども盛土が計画設計さ

れたのは 1960 年～1962 年で，施工されたのは 1963

年～1971 年であった 6）．液状化という概念がわが国

の地盤工学に登場するのは，1964 年 6 月 16 日新潟

地震がきっかけである 8）．新潟地震における液状化

図-5 公共用地を利用したレジリエンス対策ゾーンの素案 

図-4 内灘町で採取した地盤材料の粒径加積曲線
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現象は世界から注目され，この被害を契機に液状化

現象の研究が本格的に開始されるようになったので，

河北潟干拓事業に際しては液状化の概念は考慮され

ていなかったものと推定される．また液状化が発生

した盛土に関しても，液状化後の再堆積による地盤

の緊密化はある程度は行えたとしても，締め固まっ

たとは言い難い状況である．したがって，今回液状

化が発生した盛土に関しては，再度比較的大きな振

動を伴う地震が発生した場合は，再液状化リスクは

残っているものと推定される． 

 内灘町および周辺地域では，1,000 戸を超える家

屋が公費解体制度の利用を希望している．一方で，

解体・撤去が進むと，一旦は図-2，図-3 に示すよう

に県道 167 号に沿う形状の細長い更地が形成される

ことになるが，液状化対策・レジリエンス対策は，

この更地化した範囲を利用できるタイミングで実施

することが可能である． 

 

(2) 地盤状況を考慮したインフラ，宅地などの復旧

(対策)工法の提案 

a) 側方流動対策 

 図-2および図-3に示すように，被災区間は南北に

細長く拡がっているが，県道 176 号に沿って拡がっ

ているという特徴を持っている．したがって，対策

工も側方流動対策に関しては，この公共用地である

県道を利用して実施することが可能であり，また上

下水道などの線状インフラが配置される県道敷を直

接補強する効果も有する．この公共用地を利用した

レジリエンスゾーン構築と側方流動対策を併せて実

施する工法素案を図-5 に示す．写真-3は内灘町室の

側方流動地内で撮影した基礎柱状改良を施工した家

屋の被災状況である．直径 d=600 ㎜程度の柱状改良

が施工間隔 D=2.0m 程度のピッチで配置されている．

しかし，側方流動は改良柱間を中抜けして基礎部の

砂質土は写真右側，すなわち標高の低い遊水池側に

流亡している．通常の砂質土であれば，摩擦によっ

て柱状改良ピッチ D＜8ｄであれば中抜けしないも

のと推定されるので，液状化発生時に関しての中抜

けについては，従来基準の範囲を超えるものとして

今後議論する必要がある．この事例を踏まえると，

図-5 に示す側方流動対策工法についても，柱状地盤

改良工法や鋼管杭工法を用いる場合は，側方流動時

には中抜けしない間隔で実施する必要がある．また，

この案では共同溝をレジリエンスゾーンの中央部に

配置することを提案した． 

 また，図-2に示すように，ハザードマップでは液

状化危険度が大であっても液状化していない区間も

ある．なぜ液状化しなかったのか，土質・地下水な

どを調査し，この区間を液状化に強いインフラのハ

ブとして利用できるものと考える． 

b) 宅地の液状化対策 

今後，地震活動の鎮静化によって再度の液状化の

恐れは漸次的に小さくなるものと推定される．ただ

し，住宅再建後の耐用年数内の液状化発生は確率的

評価やスペクトル観ではなく，二分観すなわち成否

のみで評価される．住民ヒアリングによると，余震

で変形が進行したとされる．本震直後は震度 3 程度

で短い継続時間でも再液状化するものと推定される．

経時的に地盤状態が安定すると収束するものと推定

されるが，宅地地盤についても更地後に液状化対策

を行う必要がある． 

 宅地の液状化対策は，家屋の傾動抑制とインフラ

インプット部補強対策の 2 つの対策から構成される．

既に写真-3 に示される家屋基礎柱状改良は側方流

動には効果が小さいことが示されるが，傾動抑制に

は一定の効果を発揮しているものと評価される．し

たがって，既に液状化によって地盤支持力も評価で

きない上，基礎地盤は非常に深いことから，柱状改

良あるいは真空排水工法などで傾動対策・支持力対

策を実施することで液状化対策としても効果がある

ものと期待できる． 

 また道路に設置するインフラ本線からのインプッ

ト部補強対策としては，十分な靭性を持つダクタイ

ル管やコルゲード管等，変形に追従する管路を選定

する必要がある． 

 

(3) 今後の街づくりへの提案 

2120 年にはわが国の人口は 3000 万人になると言

われている 9）．また，それに伴って地方 10 万都市は

1/3～1/2 減少するとされ，金沢都市圏は，気候的な

不利もあり，50 万都市圏を維持するのは難しいと考

写真-3 家屋基礎柱状改良と周辺地盤の側方流動 
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えられている 9）．内灘町は，金沢市のベッドタウン

として独立行政で発展してきた．図-6 に示すように，

近年，人口・世帯数ともに石川県，北陸地域の減少

傾向に反して維持されてきた．しかし地震では，震

源から遠いにもかかわらず発生した液状化・側方流

動によって，宅地危険度判定の危険および要注意に

判定され，公費解体対象家屋は 947 軒となり，全世

帯数を 10,800 世帯とすると 9％となる．自然減では

1 割近く減少するのは 30 年後と予測され，この地震

で住居地を失うことは，地域 30 年分の前倒し状況を

許容しなければならないことになる． 

 そこで，地震をバネに強靭に復興する町づくりを

行うことによって，金沢都市圏を支えることが可能

になるように配慮する施策について考える． 

a) 災害レジリエンスの観点から強靭化される県道 

前述のように，液状化・側方流動の発生した県道

は，地盤改良され，むしろ強靭な災害レジリエンス

ベルトとしてインフラの背骨としての役割を持つ．

またこの路線は，冬季の北西季節風の影響も受けな

いので，むしろ主要道路となりうる． 

b) 連携・行政機能の強化 

 内灘砂丘の河北潟沿岸，すなわち東側は，標高約

50m の砂丘の後背地であり，環境的にも安定した住

居区域である. 私鉄(北陸鉄道浅野川線)路線も

1925年から100年にわたって金沢駅と内灘を結んで

おり，北陸地域の発展を支える金沢市のいわゆるベ

ッドタウンとして25,000人(約5％)の人口を抱える

重要な地域である. さらに，地域医療を担う金沢医

科大学の地域医療インフラとしての価値も大きい．

石川県復興計画では「美しい自然と歴史が培った文

化」がキーワードとされている．このためにも，平

時から有事に備える災害レジリエンスを強化した復

興計画を立案することが重要である.  
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